
 再評価結果（平成１６年度事業継続箇所） 
担 当 課： 道路局 高速国道課 

担当課長名：   横田 耕治   
事業名 常磐自動車道 
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事業概要 常磐自動車道は関東と東北地方南部の太平洋沿いの主要地方都市を結び、産業、経済、文化の交流

発展に資する路線である。 

Ｈ１０年度事業化 Ｈ８年度都市計画決定 Ｈ１２年度用地着手  Ｈ１２年度工事着手 

全体事業費（有料）    ４５９億円 事業進捗率        ２５％ 供用済延長   －km 

計画交通量 ９，３００台／日（有料）、１５，６００台／日（無料） 

費用便益 Ｂ／Ｃ  総費用   (残 事 業)/(事業全体) 総便益   (残 事 業)/(事業全体) 基準年  

分析結果   (事業全体)３．２４   ２２３/２９０億円   ９３９/９３９億円  平成１５年度 

（有料）   事 業 費：  199/  265億円  走行時間短縮便益:  839/  839億円  

   (残 事 業)４．２１  維持管理費：   25/   25億円  走行費用減少便益:   82/   82億円  

    交通事故減少便益:   19/   19億円  

費用便益 Ｂ／Ｃ  総費用   (残 事 業)/(事業全体) 総便益   (残 事 業)/(事業全体) 基準年  

分析結果   (事業全体)７．０６   ２０８/２７４億円  １,９３７/１,９３７億円  平成１５年度 

（無料）   事 業 費：  195/  261億円  走行時間短縮便益:1,749/1,749億円  

   (残 事 業)９．３２  維持管理費：   13/   13億円  走行費用減少便益:  139/  139億円  

    交通事故減少便益:   49/   49億円  

事業の効果等（有料）  

・指標２（新幹線・空港等幹線交通網への利便性が高まる） 

・指標３（高度な医療施設までの搬送時間が短縮される） 

・指標４（拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能になる）                他１１項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  

 常磐自動車道としてネットワーク化が図られることにより、その大きな整備効果が発現されるものであり、亘理・

山元両町の合併の推進等による地域の自立的な発展や物流の効率化、さらには想定される震災への対応や広域ネット

ワーク化による医療の高度化などを支援していく上でも整備が望まれる区間である。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

 将来の社会経済状況の変化に対応した将来交通需要、及び、長期的な道路計画の検討に資する２０５０年までの推

計を目的に、前提となる社会経済指標等を見直した結果、全車の総交通需要を下方に修正。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

 現在、工事中。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

 今後も引き続き工事の推進を図る予定。 

施設の構造や工法の変更等  

 新技術・新工法や現地の状況変化も確認しながら積極的にコスト縮減を図っていく。 

対応方針 事業継続 
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対応方針決定の理由  

 以上の状況を勘案すれば、当初から事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。 

事業概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
供用中はＨ１５年度供用予定を含む。

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 （バックデータ等についてはインターネットで公開） 


